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事業種目 ほ場整備
事 業 名 事 業 区 間 総事業費 約 8.8 億円 

農地整備事業（経営体育成型） 生田
い く た

大坪
おおつぼ

地区
ち く

 内用地補償費 0.4 億円 

所  在  地 事業採択年度 着工予定年度 完成予定年度

淡路市生田大坪地内 H27 H27 H31 

事 業 の 目 的 事 業 内 容 
本地区は、淡路市の北西部に位置し、水稲を中心とした

個別農家が主体の地域である。急峻な地形のため現況農地

は小区画で農道や用排水路も未整備なことから田畑輪換

ができず、人力や小型農業機械による生産効率の悪い営農

を余儀なくされている。 

このような不利な営農条件に加え、地域の高齢化や後継

者不足による水田の遊休化が懸念される。 

これらの課題を解決し、地域農業の合理化と安定化を図

るため、平成 24 年度に立ち上げた営農組合を法人化し、

地区内農地約９割の集積を目指す。 

また耕畜連携（ＷＣＳ用稲の供給や堆肥の還元）による

環境創造型農業への取り組みや、加工用ホウレンソウの製

麺業者への提供などの高付加価値農業の展開を可能にす

るため、本事業に取り組む。 

・区画整理 26.0ha 

・補助率  
国 55%、  市 10％ 

県 27.5％、地元 7.5％ 
・事業主体 兵庫県 

評価視点 評価結果の説明 

(1)必要性 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

地域農業の維持発展に向けて、下記の作付けを計画。 
単位：ha 

 
 
 
 
 

※本地面積は、耕地面積から畦畔を除いた面積 
※整備により道路幅員・水路断面が拡張されるため、本地面積は減少しています。 

これら計画の実現のため、①ほ場の区画拡大や道路・水路の整備により、

労働生産性の向上を図るとともに、②担い手への農地の利用集積により経

営の合理化を進める必要がある。 

①水稲の 10a 当たりの労働時間：  50.0hr → 18.8hr      

②担い手への農地の利用集積面積  

 

 

 

 

部課室名 
農政環境部 
農林水産局 
農地整備課 

記入責任者職氏名

 
（担当者氏名）

課長 石井 龍太郎 
(基盤整備班 

主幹(整備担当)神木 哲生) 

内

線 
4003 

(4014) 
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(2)有効性・効率性 
(執務環境状況) 

 

 

(3)環境適合性 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 優先性 

 

 

費用便益比 B/C=1.4 

土地改良区を設立し事業実施に係る地元調整、換地、造成された施設の維

持管理を行う予定である。 

地元同意率は 100％（40 人/40 人）である。 

 
専門家による現地調査を行った結果、下記の希少種が確認されている。 
整備計画の策定にあたっては、希少種の保全を図るため、専門家の意見を

取り入れた下記の対策を講じる。 
 

主な希少種 ランク 対 策 

コバノヒルムシロ 県Ｂ 希少な植物が生育する畦などの表土を剥ぎ

取り、造成された農地の法面へ戻す 
カセンソウ 県Ｃ 

   
①農業就業人口の高齢化率が 77.3％（県平均 68.4%）と進んでおり、早急

な対策が必要である。 

②地域では、地区内農地約９割を集積し、農業生産法人の効率的かつ安定

的な経営環境を整えるため、ほ場整備による農業生産整備の必要性が高

まっている。（事前同意率 100％） 

③近隣畜産農家への飼料提供と堆肥の活用、食品加工業者等と特産品（ホ

ウレンソウの生パスタなど）の開発など他産業との連携体制が既に整っ

ており、周辺からの期待も高い。 
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■新規事業
○当初事業

農地整備事業(経営体育成型)　生田大坪地区　事業スケジュール

○Ｂ/Ｃ根拠
便益（Ｂ）の項目
事
業

費用便益比（Ｂ/Ｃ）算出根拠

71

950

△ 16

59

40

10

1,114

費用便益比算定：「土地改良事業における経済効果の測定方法について」（農林水産省構造改善局長通達）

ほ
場
整
備

農地整備事業
（経営体育成型）

824

（百万円）

作付けが増加する作物
　WCS用稲・タマネギ等(18.9ha増)①作物生産便益

（百万円）

便益額
（百万円）

代表的な効果

⑤ 非農用地創設便益

　換地手法により公共用地などの非農用地を創設することで、公共用地を単独で用地買収する場合と比べ、用
地費や用地交渉などの経費が削減できる効果。
　○｛近傍類似の用地買収経費(千円/ha)－非農用地創設に係る換地費(千円/ha)｝×非農用地面積×還元率
　　  ＝  (33,230千円－450千円)×1.6ha×0.0408 ＝  2,140千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年効果額　2,140千円　　　 評価期間の効果額の計　40百万円

（百万円）

C（費用）
総費用

事業費 維持管理費

⑥ 地籍確定便益

　区画整理の実施にあわせて、確定測量及び換地を実施することにより、地籍が明らかになる効果。
　○近傍の国土調査経費(千円/ha)×非農用地面積×還元率
　　  ＝  365千円×36.3ha×0.0408 ＝  542千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年効果額　542千円　　　 評価期間の効果額の計　10百万円

　区画拡大や道路整備によって、農業機械の小型から中型化による労働時間の短縮や、個別所有機械の処分
に伴う営農経費の節減による効果
  例)水稲  労働時間　現況50.0時間/10a→計画18.8時間/10a
               営農経費　現況222千円/10 a→計画51千円/10a
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　　年効果額　50,309千円　 　 評価期間の効果額の計 950百万円

Ｂ/Ｃ

③維持管理費節減便益

計

将来発生が予測される耕作放棄地において、
水稲、タマネギなどの生産が維持。

880 1.4

Ｂ（便益）

①作物生産便益

Ｂ（便益）

算出方法

　ほ場整備によって労働環境が改善されるとともに担い手への農地集積を進めることによって、耕作放棄の発
生が抑制され、作物生産が維持される効果
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年効果額　3,139千円　　　評価期間の効果額の計 　59百万円

③維持管理費節減便益

　ほ場整備により田畑輪換が容易になり、タマネギなどの作付け増加や単収が増加する効果
 ○作付けが増加することによる効果　　　　3,502千円/年
  　 　例）WCS用稲、タマネギ、ハクサイ、キャベツ、センリョウ、飼料作物、ホウレンソウ
                                                                                                        (現況1.6ha　→　計画18.9ha）
 ○用排水分離等により単収が増加する効果　　  243千円/年
       例）水稲　現況　単収496㎏/10a　→　整備後に想定される単収　506㎏/10a
                                                               年効果額　3,745千円　　　　評価期間の効果額の計 71百万円

②営農経費節減便益

②営農経費節減便益

事業名

ほ
場
整
備

事
業

労働時間の短縮（水稲）
　　現況 50.0時間/10a  →  計画 18.8時間

⑥地籍確定便益 36.3haの土地境界が確定する

④耕作放棄防止便益

⑤非農用地創設便益 1.6haの市道用地等の確保

管理施設の増加による経費の増大
　現況　水路5.6km,舗装13,085m2
　計画　水路13.5km,舗装15,655m2

　水路の新設などにより、管理する施設が増加することによる維持管理費の効果
　（主な管理施設数）
　　　現況　水路5.6km　砂利等舗装13,085㎡　→　　計画　水路13.5km　砂利等舗装15,655㎡

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年効果額　△880千円　 　 評価期間の効果額の計 △16百万円

④耕作放棄防止便益

※評価期間の効果額の計は、45年間（評価対象期間）の各年度に発生する便益の合計。
効果額の計 = 年効果額 × 18.88倍（評価期間45年の場合の換算係数）
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